
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

奈良県営競輪場再整備・運営事業 

 

提出書類様式集 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 



様式１ 

令和  年  月  日 
 

説明会参加申込書 

 
奈良県営競輪場再整備・運営事業に関する説明会への参加を申し込みます。 

 
事業者名・ 

事業者グループ名 
 

業種  

参加希望人数 

＜１０名まで＞ 
 

参加者氏名 

(所属会社・所属部署) 

 

 

 

 

 
注：電子メールでの提出とすること。（電話にて着信の確認を行うこと） 

 
 
（提出者） ※事業者グループの場合は、県から連絡を受ける１者を記載ください。 

会社名  

所在地  

担当者名  

部署名  

担当者電話番号  

担当者Ｅメールアドレス  

 



様式２ 令和　　年　　月　　日

奈良県営競輪場再整備・運営事業に関して、質問書を提出いたします。

奈良県営競輪場再整備・運営事業　募集要項等に関する質問

No 書類名 頁
大項目 中項目 小項目

項目名 質問内容

第 数 数 数 ｶﾅ 数 英

1 例：募集要項 1 1 １． (1) ① ア ⅰ a

2

3

4

5

6

7

8

9

10

質問書

提出者

会社名

所在地

担当者名

部署名

担当者電話番号

担当者Eメールアドレス



 

様式３－１ 

参加表明書 

 

令和  年  月  日 

 

 奈良県知事 殿 

 

 参加事業者グループ名  

   

代表企業 商号又は名称  

 所 在 地  

 代 表 者 名  

 

令和８年４月１日付けで公告のありました「奈良県営競輪場再整備・運営事業」に係る公募型プロポ

ーザルへの参加について、次の代表企業及び構成企業により、参加することを表明します。 

なお、次の代表企業及び構成企業は、他の参加者の代表企業又は構成企業として「奈良県営競輪場再

整備・運営事業」に係る公募型プロポーザルに参加しないことを誓約します。 

 

通

番 

代表企業・ 

構成企業※１ 
名    称 

1 代表企業  

2 構成企業  

3   

4   

5   

6   

※１ 「代表企業」「構成企業」のいずれかを記入すること。 

※２ 記入欄が足りない場合は適宜追加すること。 

 

（提出者） ※県から連絡を受ける１者を記載ください。 

会社名  

所在地  

担当者名  

部署名  

担当者電話番号  

担当者Ｅメールアドレス  

  



 

様式３－２ 

参加資格審査申請書 

 

令和  年  月  日 

 

 

 奈良県知事 殿 

 

 

 参加事業者グループ名  

   

代表企業 商号又は名称  

 所 在 地  

 代 表 者 名  

 

 

 令和８年４月１日付けで公告のありました「奈良県営競輪場再整備・運営事業」に係る参加資格審

査について、別紙の添付書類を提出します。 

なお、募集要項に定められた備えるべき資格要件を満たしていること、並びにこの申請書及び添付書

類のすべての記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

  



 

様式３－３ 

参加事業者グループの構成企業一覧表 

 

令和  年  月  日 

 

参加事業者グループの名称  

 

番号 役割 構成員 

付帯事業に
あたる者 

（該当がある 

場合は〇） 

１ 

(代表企業) 
競輪場運営 

事業者 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名 

  

２ 

(構成企業)  

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名 

  

３ 

(構成企業)  

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名 

  

４ 

(構成企業)  

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名 

  

５ 

(構成企業)  

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名 

  

６ 

(構成企業)  

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名 

  

 
【留意事項等】 
 １ 行が不足する場合は適宜追加すること。 

 ２ ｢役割｣欄は、設計企業、工事監理企業、建設企業、競輪場運営事業者のうちいずれかを記載すること。 

 ３ 同一の役割を複数の者で実施する場合又は１つの構成企業が複数の役割を担う場合には各構成企業の役割がわか

るように記載すること。 

４ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。  



 

様式３－４ 

構成企業の概要 

所 在 地 
〒 

商号又は名称  

代 表 者 氏 名  

役 割 設計企業 ・ 建設企業 ・ 工事監理企業 ・ 競輪場運営事業者 

電 話  ファックス番号  

資 本 金  株式上場の有無 有 ・ 無 

設 立 年 月 日  従 業 員 数  

営 業 種 目  

業 務 内 容  

担 当 者 氏 名  

担 当 者 所 属  

担当者電話番号  

担当者メールアドレス  

備 考 

【例】 

奈良県競争入札の参加資格の登録番号（建設工事等又は物品購入等の別を記載） 

設計企業、工事監理企業…建築士事務所登録番号 

建設企業…特定建設業許可の番号 

競輪場運営事業者…警備業の認定番号 

 
【留意事項等】 
１ 本書は代表企業を含む構成企業ごとに１枚提出すること。 

２ 構成企業ごとに「３－４－●」と様式番号に枝番を付すこと。 

３ 各企業における役割を担うために必要な許可等については、備考欄に記入すること。 

４ 各構成員の納税証明書（奈良県税、消費税及び地方消費税（発行後３か月以内のもの））の写しを添付すること。 

  



 

様式３－５ 

委任状 

 

令和  年  月  日 

 

 奈良県知事 殿 

 

   委任者      所 在 地             

  （構成企業）    商号又は名称 

            代表者職氏名                  ○印 

 

 私は、下記のとおり受任者を代理人と定め、奈良県営競輪場再整備・運営事業の事業者募集・

選定等手続きに関し、下記の権限を委任します。 

 

                   記 

１ 参加表明に関すること。 

２ 参加資格確認申請に関すること。 

３ 応募の辞退に関すること。 

４ 企画提案書の提出に関すること。 

５ 復代理人の選任並びに解任に関すること。 

６ その他上記に附随する一切のこと。 

 

受任者      所 在 地              

  （代表企業）    商号又は名称  

            代表者職氏名                  ○印 

 

 

 

 

【留意事項等】 

１ 参加事業者グループの構成企業ごとに提出すること。 

 

  



 

様式３－６ 

設計企業の資格要件 

（設計企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

一級建築士事務所登録番号  

 

【留意事項等】 

１ 設計業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。  

３ 添付する確認書類は、企業ごとに本書の後ろに添付すること。  



 

様式３－７ 

設計企業の責任者及び担当技術者一覧 

（設計企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【責任者及び担当技術者】 

管理技術者 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 
・一級建築士の登録番号及び登録年月日 

建築（総合） 

主任担当技術者 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 
・一級建築士の登録番号及び登録年月日 

建築（構造） 

主任担当技術者 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 
・一級建築士の登録番号及び登録年月日 

電気設備 

主任担当技術者 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 
・一級建築士又は建築設備士の登録番号及び登録年月日 

機械設備 

主任担当技術者 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 
・一級級建築士又は建築設備士の登録番号及び登録年月日 

照査技術者 氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

 

【留意事項等】 

１ 設計業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。その場合、当該企業から配置技術者を出さない

項目については空欄としてよい。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。 

３ 添付する書類は、企業ごとに本書の後ろに添付すること。 

 

  



 

様式３－８ 

工事監理企業の資格要件 

（工事監理企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

一級建築士事務所登録番号  

 

【留意事項等】 

１ 工事監理業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。  

３ 添付する書類は、企業ごとに本書の後ろに添付すること。  



 

様式３－９ 

工事監理企業の責任者及び担当技術者一覧 

（工事監理企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【責任者及び担当技術者】 

管理技術者 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 
・一級建築士の登録番号及び登録年月日 

建築（総合） 

主任担当技術者 
氏名  

生年月日 

（年齢） 
 

建築（構造） 

主任担当技術者 
氏名  

生年月日 

（年齢） 
 

電気設備 

主任担当技術者 
氏名  

生年月日 

（年齢） 
 

機械設備 

主任担当技術者 
氏名  

生年月日 

（年齢） 
 

 

【留意事項等】 

１ 工事監理業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。その場合、当該企業から配置技術者を出さ

ない項目については空欄としてよい。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。 

３ 添付する書類は、企業ごとに本書の後ろに添付すること。 

 

  



 

様式３－１０ 

建設企業の資格要件 

（建設企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

建設業許可番号  

経営事項審査結果における 

建築一式工事の総合評定値 
 

建設企業区別 

□建設代表企業である。 

□建設代表企業以外であるため、工事着手時は、参加資格要件を 

満たす主任技術者又は監理技術者を専任する。 

 

【留意事項等】 

１ 建設業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。 

３ 経営事項審査結果における建築一式工事の総合評定値は、最新のものとすること。 

  



 

様式３－１１ 

建設企業の責任者及び担当技術者一覧 

（建設代表企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【責任者及び担当技術者】 

施工業務責任者 氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

監理技術者（候補者１） 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 

・監理技術者資格者証 

 年 当初交付（現在の交付番号：  ） 

・監理技術者講習会修了証の交付年月日及び番号 

・一級建築施工管理技士若しくは一級建築士等の資格概要

及び定期講習を修了したことを示す内容 

監理技術者（候補者２） 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 

・監理技術者資格者証 

 年 当初交付（現在の交付番号：  ） 

・監理技術者講習会修了証の交付年月日及び番号 

・一級建築施工管理技士若しくは一級建築士等の資格概要

及び定期講習を修了したことを示す内容 

監理技術者（候補者３） 

氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

資格等

の概要 

・監理技術者資格者証 

 年 当初交付（現在の交付番号：  ） 

・監理技術者講習会修了証の交付年月日及び番号 

・一級建築施工管理技士若しくは一級建築士等の資格概要

及び定期講習を修了したことを示す内容 

現場代理人 氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

 

【留意事項等】 

１ 施工業務を複数の者で実施する場合は、施工業務の代表企業（建設代表企業）について作成すること。 

２ 兼務の場合は重複して記載すること。 

３ 添付する書類等は、企業ごとに本書の後ろに添付すること。 

４  監理技術者（候補者）を複数設定（最大３名）する場合は、監理技術者（候補者２）、監理技術者（候補者３）に

適宜記載すること。候補者を設定しない場合は空欄とすること。  



 

様式３－１２ 

競輪場運営事業者の資格要件 

（競輪場運営事業者） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【留意事項等】 

１ 競輪場維持管理業務・競輪場運営業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。 

  

  



 

様式３－１３ 

競輪場運営事業者の責任者及び担当者一覧 

（競輪場運営事業者） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【責任者及び担当者】 

事業統括管理責任者 氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

運営業務統括責任者 氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

運営業務副統括責任者 氏名  
生年月日 

（年齢） 
 

 

【留意事項等】 

１ 競輪場維持管理業務・競輪場運営業務を複数の者で実施する場合は、企業ごとに作成すること。その場合、当該企

業から責任者及び担当者を出さない項目については空欄としてよい。 

２ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。 

３ 添付する書類等は、企業ごとに本書の後ろに添付すること。 

  



 

様式３－１４ 

バンク協力企業の概要及び実績 

（バンク協力企業） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【バンクの新設・改修工事等の実績の概要】 

業

務

概

要 

業務名  

発注者  

施設の所在地  

業務期間  

契約金額  

備 考  

 

 

【留意事項等】 

１ 添付する書類等は、本書の後ろに添付すること。 

 

  



 

様式４ 

参加事業者グループの構成員の変更申請書 

 

 

令和  年  月  日 

 

 奈良県知事 殿 

 

 参加事業者グループ名  

   

代表企業 商号又は名称  

 所 在 地  

 代 表 者 名  ○印 

 

令和８年４月１日付けで公告のありました「奈良県営競輪場再整備・運営事業」に関する参加資格の

審査において参加資格があると認められていますが、（参加事業者グループの構成企業）を（変更（本事

業の遂行上果たす役割の変更を含む。）・削除・追加）したいため変更申請書を提出します。 

なお、募集要項に定められた備えるべき参加資格要件を満たしていること、並びに、この変更申請書

及び添付書類の記載内容について事実と相違ないことを誓約します。 

 

旧 
 

参加事業者 
グループの 
構成企業 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名                          印 

本事業の遂行上果たす役割： 

                                    

                                    

新 
 

参加事業者 
グループの 
構成企業 

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者氏名                          印 

本事業の遂行上果たす役割： 

                                    

                                    

【留意事項等】 

１ 枚数が複数枚にわたる場合は、様式番号に枝番を付すこと。 

２ 「新／旧 応募グループの構成員」の記載欄が足りない場合は、本様式に当該欄を追加すること。 

３ 本様式と同時に、＜様式３-３＞から＜様式３-１３＞のうち、本変更届の内容に伴って変更・追加が必要となる提出

書類（添付の書類を含む）及び変更理由書（任意様式）も提出すること。  



 

様式５ 

応募辞退届 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 奈良県知事 殿 

 

 

 参加事業者グループ名  

   

代表企業 商号又は名称  

 所 在 地  

 代 表 者 名  

 

 

 令和８年４月１日付けで公告のありました「奈良県営競輪場再整備・運営事業」に係る参加表明書を

提出しましたが、都合により応募を辞退します。 

 

 



 

様式６－１ 

 
 
 
 
 
 
 
 

奈良県営競輪場再整備・運営事業 

構成企業の実績（表紙） 

 

 

 

参加事業者 
グループ名  

  



 

様式６－２ 

設計業務の実績 

（実績を有する設計企業） 

商号又は名称  

【業務実績】 

業

務

概

要 

業務名  

発注者  

施設の所在地  

業務期間    年  月  日 ～   年  月  日 

構造・階数  

対象建物 1棟における

延床面積 
㎡ 

契約金額 円 

評価対象となる 

業務実績への該当 

□ 同種業務Ａ ⇒ 公営競技施設 ・ 公営競技以外施設 

                 （観客席   席） 

□ 類似業務Ａ ⇒ 官民連携事業手法（           ） 

□ 該当なし 

 

【留意事項等】 

１ 評価対象の業務実績がない場合は「評価対象の業務実績への該当」の「該当なし」をチェックし他の記入欄は

空欄とすること。 

２ 添付する確認書類は、本書の後ろに添付すること。 

  



 

様式６－３ 

施工業務の実績 

（実績を有する建設企業） 

商号又は名称  

【業務実績】 

業

務

概

要 

工事名  

発注者  

施設の所在地  

業務期間    年  月  日 ～   年  月  日 

構造・階数  

対象建物 1棟における

延床面積 
㎡ 

受注形態 
単独 ・ 甲型共同企業体（出資比率  ％） 

乙型共同企業体 ・ 甲乙併用型共同企業体 

契約金額 円 

評価対象となる 

業務実績への該当 

□ 同種業務Ａ ⇒ 公営競技施設 ・ 公営競技以外施設 

                 （観客席   席） 

□ 類似業務Ａ ⇒ 官民連携事業手法（           ） 

□ 該当なし 

 

【留意事項等】 

１ 評価対象の業務実績がない場合は「評価対象の業務実績への該当」の「該当なし」をチェックし他の記入欄は

空欄とすること。 

２ 添付する確認書類は、本書の後ろに添付すること。 

  



 

様式６－４ 

競輪場運営包括業務の実績 

（実績を有する競輪場運営事業者） 

商号又は名称  

【業務実績】 

業

務

概

要 

業務名  

発注者  

施設の所在地  

業務期間    年  月  日 ～   年  月  日 

受注形態 単独 ・ 共同企業体（代表構成員） 

契約金額 円 

評価対象となる 

業務実績への該当 

□ 同種業務Ｃ 

□ 該当なし 

【留意事項等】 

１ 評価対象の業務実績がない場合は「評価対象の業務実績への該当」の「該当なし」をチェックし他の記入欄は空欄

とすること。 

２ 添付する確認書類は、本書の後ろに添付すること。 

 



様式６－５

奈良県営競輪場再整備・運営事業

参加事業者
グループ名

競輪場運営
事業者名

社会的評価（表紙）



様式６－６

労働者の雇用状況

人 人 人

人 人 人

※記載要領

障害者とは

知的障害者人数

　　・精神保健福祉手帳の交付を受けている「精神障害者」の方。

１年を超えて雇用される見込みがあること、又は１年を超えて雇用されていること。

精神障害者人数

　　・公告日又は企画提案関係書類提出日の時点で作成してください。

　　・ 「常用雇用労働者」とは、１週間の所定労働時間が30時間以上の方。

　　・ 「短時間労働者」とは、１週間の所定労働時間が20時間以上30時間未満の方。

　　・原則として身体障害者手帳の等級が１級から６級とされる「身体障害者」の方。

のいずれかに
該当し、

うち障害者人数 人 内訳

身体障害者人数

　　・障害者職業センター等により知的障害者と判定された「知的障害者」の方。

内訳
身体障害者人数 知的障害者人数 精神障害者人数

短時間労働者人数
(総数）

人

常用雇用労働者人数
(総数）

人

うち障害者人数 人

障 害 者 雇 用 状 況 報 告 書

（国への報告義務のない事業者用）

事業者名

 　　　年　月　日現在



様式６－７

　 　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

　　※以下は、実習生の所属する特別支援学校、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所及び
　　　 障害者就業・生活支援センターにおいて記入

　　　　年　　月　　日

団体名
代表者名 印

実施期間 年　　月　　日から　年　　月　　日　（　　日間）

　 上記のとおり相違ないことを証明します。

受入人数 名

障害者職場実習実施に係る証明書

　　年　　月　　日

記

実施事業所名又は所属名



様式６－８

　○対象期間：　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで（公告日又は企画提案関係書類提出日の前日以前１年の間）

0

 （注）  １　上表は、支出先毎に分類して記載すること。

　　区分　「障害者支援施設」、「地域活動支援センター」、「障害福祉サービス事業を行う施設」、「小規模作業所」

          「特例子会社」、「重度障害者多数雇用事業所」、「在宅就業障害者」、「在宅就業支援団体」、「共同受注窓口」

    なお、該当する施設区分が不明である場合、発注先に確認すること。

８　「⑤の支払日」欄：契約履行中又は支払期限未到来により支払未済の場合は、その旨を記載すること。

９　上表の記載事項の根拠となる書面の写しを添付すること。（契約書、納品書、請求書、領収書等の写し）

上表に記載した事項は、事実と相違がないことを誓約します。

　　　　年　　月　　日

※押印は不要です。

７　「④の発注日」欄：対象期間内の年月日を記載。

商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

計

２　「発注先の障害者就労施設等の運営者の名称 ①」欄：障害者就労施設等を運営する法人の名称を記載。

３　「①の法人が運営する発注先の施設・事業所等の名称 ②」欄：①の法人が運営する施設又は事業所等の名称を記載。

４　「②の事業所等の施設区分 ③」欄：次の９つから施設区分を記載。

５　「発注した物品又は業務の内容 ④」欄：②の施設・事業所等へ発注した物品又は業務の内容を全て箇条書きで記載。

６　「④の発注金額 ⑤」欄：④で記載したものに係る発注金額を記載。

発　注　実　績　報　告　書

　対象の障害者就労施設等へ物品調達、業務委託等を発注した実績を下表のとおり報告します。

発注先の障害者就労
施設等の運営者の名称

①

①の法人が運営する
発注先の施設・
事業所等の名称

②

②の事業所等
の施設区分

③

発注した物品又は
業務の内容

 ④

④の
発注金額
（円)
⑤

④の発注日 ⑤の支払日



様式６－９

　 奈良保護観察所長　殿

申　　請　　者

所在地又は住所

商号又は名称

代表者職氏名 　　印

　　　　年　　月　　日

奈良保護観察所長　　　　印

添付書類：対象者の氏名・生年月日の判るもの　及び、上記期間における雇用を証明する資料
　　　　　　（雇用契約書の写し、賃金台帳の写し、出勤簿の写し等）

　 上記のとおり相違ないことを証明します。

登録した保護観察所名 保護観察所

　　　保護観察の対象者　　　　　　　　名

　　　更生緊急保護の対象者　　　　　　名

　　令和７年４月１日　　から
　　令和８年３月３１日　の間

に雇用した者

保護観察対象者等雇用に関する証明書

　　年　　月　　日

記

協力雇用主の登録の有無
（令和８年３月３１日時点）

有　　　　　　　　無



様式６－１０

事業者名

実施日時 　　月　　　日　（　　）　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

研修の名称

研修の目的

研修テーマ

講師

研修方法
（講演・講義方式、グループ討議
方式、e-ラーニング方式等）

受講対象者

受講人数

受講者の感想
（主なもの）

添付する資料
（以下添付資料①～⑤のうち今回提出す

るものに○を）
①　　　・　　　②　　　・　　　③　　　・　　　④　　　・　　　⑤

研修資料の入手先
（以下「該当要件」①及び③に

該当する場合）

記入者名及び連絡先
（記入内容についての

問い合わせに対応できる方の
名前及び連絡先）

（参考）該当要件

当該研修が人権問題テーマを取り扱った研修であることを明示しているものであって、かつ、以下の場合を対象とする。

①　公共機関等及びその他団体が配付又は貸出を行っている資料（冊子・DVD等）を用いて自社の従業員に研修を実施した場合

②　公共機関等及びその他団体から講師の派遣を受け自社の従業員に研修を実施した場合

③　公共機関等及びその他団体が実施する研修又は講座に参加し、当該研修又は講座の資料を用いて、自社の従業員に研修を実施した場合

＊　公共機関等とは、国、地方公共団体、教育委員会、公益法人（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第２条第３号に

　　規定する法人）とする。

※ 添付資料（①～⑤）　

　②　上記「該当要件」①に該当
　　　する場合

当該冊子・DVD等の表紙・目次の写し

　③　上記「該当要件」③に該当
      する場合

当該公共機関等及びその他団体実施の研修又は講座に参加したことが確認できる書類の写し
 （研修資料次第、参加証、領収証　等）

  ④　上記「該当要件」①～③に
      該当するもののうち、その
      他団体に該当する場合

・当該団体が人権教育、人権啓発又は人権相談・支援を行っている団体であることが確認できる書類の
  写し  （設置要綱、総会資料、パンフレット、団体ホームページ掲載資料　等）

・当該団体が公共機関等から委託・後援・協力を受け、又は公共機関等と協働・共催して事業を実施
  していることが確認できる書類の写し

　⑤　集合研修の場合 自社内での研修実施状況が分かる写真

　　　e-ラーニング等、集合研修
　　　によらない場合

自社内での研修受講案内の写し

人権研修実施報告書

＊　その他団体とは、公共機関等の定義に該当しないものであって、人権教育、人権啓発又は人権相談・支援を行っている団体であり、

　　かつ、公共機関等から委託・後援・協力を受け又は公共機関等と協働・共催して事業を実施していることが確認できる団体とする。

　①　自社内で実施した人権研修レジュメ（人権問題テーマを取り扱った研修であることが確認できるものであること）



 

様式６－１１ 

 
 
 
 
 
 
 
 

奈良県営競輪場再整備・運営事業 

配置技術者の実績（表紙） 

 

 

 

参加事業者 
グループ名  

 

 

 

 

 

 

 
 
 
  



 

様式６－１２ 

設計業務の管理技術者の実績 

（設計業務の管理技術者） 

氏名  

所属企業名  

【業務実績】 

業

務

概

要 

業務名  

発注者  

施設の所在地  

業務期間    年  月  日 ～   年  月  日 

構造・階数  

延床面積 ㎡ 

契約金額 円 

従事した立場 
管理技術者    ・   建築（総合）主任担当技術者  

建築（総合）担当技術者 

備考 

□ 同種業務Ａ ⇒ 公営競技施設 ・ 公営競技以外施設 

               （観客席   席） 

□ 類似業務Ａ ⇒ 官民連携事業手法（           ） 

□ 該当なし 

【留意事項等】 

１ 評価対象の業務実績がない場合は「評価対象の業務実績への該当」の「該当なし」をチェックし他の記入欄は

空欄とすること。 

２ 添付する確認書類は、本書の後ろに添付すること。 

 

  



 

様式６－１３ 

施工業務の監理技術者（候補者）の実績 

（施工業務の監理技術者） 

商号又は名称  

所在地  

代表者氏名  

【業務実績】 

業

務

概

要 

工事名  

発注者  

施設の所在地  

業務期間    年  月  日 ～   年  月  日 

構造・階数  

延床面積 ㎡ 

受注形態 
単独 ・ 甲型共同企業体（出資比率  ％） 

乙型共同企業体 ・ 甲乙併用型共同企業体 

契約金額 円 

従事した立場 監理技術者 ・ 現場代理人 ・ 主任技術者 ・ 担当技術者 

評価対象となる 

業務実績への該当 

□ 同種業務Ｂ 

□ 該当なし 

【留意事項等】 

１ 監理技術者（候補者）を複数設定（最大３名）する場合は、監理技術者（候補者）ごとに作成すること。 

２ 評価対象の業務実績がない場合は「評価対象の業務実績への該当」の「該当なし」をチェックし他の記入欄は空欄

とすること。 

３ 添付する確認書類は、本書の後ろに添付すること。 

 



 

提案書番号： 
様式７－１ 

 

 

 

 

奈良県営競輪場再整備・運営事業 

 

企 画提案 書 

 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

 

参加事業者グループ名  正本にのみ記載すること 

 

※企画提案書に係る全ての書類のページ右上に、本県から送付された資格審査通知書に記入されている企画提案書番号を付すこと。 

※副本については、企画提案書に係る全ての書類に、事業者（会社）名、ロゴマーク等の事業者を特定できる情報を一切記載しないこと。 

※各企画提案書の作成にあたっては、評価基準で示す各企画提案書と対応する評価内容を十分に確認した上で作成すること。  



 

提案書番号： 
様式７－２ 

事業全体／事業全体の理解及び実施方針 

 

Ａ３版・横 １枚



 
様式７－３ 

事業全体／地域経済への貢献 

 

Ａ４版・縦 １枚

提案書番号： 



 

提案書番号： 
様式７－４ 

事業統括管理業務関連 

 

Ａ３版・横 １枚  



 

提案書番号： 
様式７－５ 

競輪場再整備業務関連／全体計画 

 

Ａ３版・横 ２枚以内  



 

提案書番号： 
様式７－６ 

競輪場再整備業務関連／施設計画 

 

Ａ３版・横 ２枚以内  



 

提案書番号： 
様式７－７ 

競輪場再整備業務関連／民間提案エリア 

 

Ａ３版・横 １枚  



 

提案書番号： 
様式７－８ 

競輪場再整備業務関連／実施手順 

 

Ａ３版・横 １枚 



 

提案書番号： 
様式７－９ 

競輪場維持管理業務・競輪場運営業務関連／運営計画 

 

Ａ３版・横 １枚  



 

提案書番号： 
様式７－１０ 

競輪場維持管理業務・競輪場運営業務関連／事業効果・成果見込み 

 

Ａ３版・横 ２枚以内



 

 

提案書番号： 
様式７－１１ 

競輪場維持管理業務・競輪場運営業務関連／地域・社会への配慮・対策 

 

Ａ３版・横 １枚 



1 

様式８－１ 

 

 

 

 

奈良県営競輪場再整備・運営事業 

 

価格提案書 

 
 
 
 

令和  年  月  日 

 

 

 

参加事業者グループ名                   

  



2 

様式８－２ 

 

 

価格提案書（競輪場再整備業務）  

 
 

令和  年  月  日 

 
奈良県知事 殿 

 

参加事業者グループ名   

  

代表企業 商 号 又 は 名 称  

所 在 地  

代 表 者 名  

 
           
 
 件  名    奈良県営競輪場再整備・運営事業 のうち 整備費 
 

提案 

金額 

百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円  

           円 

※消費税及び地方消費税の額を含むこと。 

 



【総括】 （単位：円）

競輪場再整備に係る事業費
参加事業者グループ名
代表企業（商号又は名称）

Ⅰ．設計（設計業務委託料） 所在地
Ⅱ．工事監理（工事監理業務委託料） 代表者名
Ⅲ．施設整備（工事請負代金）

競輪場再整備に係る事業費　合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）（税抜）

消費税及び地方消費税

競輪場再整備に係る事業費　合計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ）（税込）
※様式8-2記載額と同額を記載。

【内訳】
Ⅰ．設計（設計業務委託料）

１．設計費

２．その他費用 注記欄

※計上する場合は提案者にて注記を記載のこと

※計上する場合は提案者にて注記を記載のこと

Ⅰ．設計（設計業務委託料）　計

Ⅱ．工事監理（工事監理業務委託料）

１．工事監理費　　※意図伝達業務費を含む 注記欄

２．その他費用

※計上する場合は提案者にて注記を記載のこと

※計上する場合は提案者にて注記を記載のこと

Ⅱ．工事監理（工事監理業務委託料）　計

Ⅲ．施設整備（工事請負代金）

１．直接工事費

①解体工事費

ⅰ.メインスタンド解体工事

Ⅱ.西サイドスタンド解体工事

Ⅲ.東サイドスタンド解体工事

Ⅳ.東スタンド解体工事

Ⅴ.西スタンド解体工事

Ⅵ.バックスタンド解体工事

Ⅶ.その他倉庫等解体工事

Ⅷ.バンク解体工事

Ⅸ.外構解体工事

②新築工事

１）.新スタンド

ⅰ.建築工事費

ⅱ.電気設備工事費

ⅲ.機械設備工事

２）.女子宿舎

ⅰ.建築工事費

ⅱ.電気設備工事費

ⅲ.機械設備工事

３）.多機能棟

ⅰ.建築工事費

ⅱ.電気設備工事費

ⅲ.機械設備工事

③改修工事

１）.管理センター

ⅰ.建築工事費

ⅱ.電気設備工事費

ⅲ.機械設備工事

２）.選手宿舎

ⅰ.建築工事費

ⅱ.電気設備工事費

ⅲ.機械設備工事

３）.飛天交流館

ⅰ.建築工事費

ⅱ.電気設備工事費

ⅲ.機械設備工事

④外構整備費

⑤バンク整備費

２．共通費

①共通仮設費

②諸経費

ⅰ.現場管理費

ⅱ.一般管理費等

３．その他費用 注記欄

※計上する場合は提案者にて注記を記載のこと

※計上する場合は提案者にて注記を記載のこと

※１　Ａ３版で作成すること。

※２　必要に応じて、項目を追加又は細分化してよい。

※３　他の様式と関連のある項目の数値は、整合性に留意すること。

※４　消費税及び地方消費税の税率は10％とすること。

※５　物価変動及び金利変動は見込まないこと。

※６　円単位未満を切り捨てて計算すること。

※７　可能な限り具体的に記入すること。

※８　提案価格の内訳は、（様式８-２）の価格提案書と整合するよう記載すること。

様式８－３

費目

費目 合計

費目 合計

価格提案内訳書（競輪場再整備業務）

Ⅲ．施設整備（工事請負代金）　計

合計

費目 合計



 

様式８－４ 

価格提案書（競輪場維持管理業務・競輪場運営業務）  

令和  年  月  日 

奈良県知事 殿 

参加事業者グループ名  

  

代表企業 商 号 又 は 名 称  

所 在 地  

代 表 者 名  

           

 件  名   奈良県営競輪場再整備・運営事業 のうち 競輪場維持管理業務・競輪場運営業務 

 

① 本場開催経費（整備前・整備中・整備後） ＜委託料＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※消費税及び地方消費税の額を含むこと。 

 

② 場外開催経費（整備前・整備中・整備後） ＜委託料率＞ 

（場外開催の提案利率） 

開催区分ごとの 

提案利率 

特別競輪（ＧＰシリーズ、ＧⅠ、全プロ、ＧⅡ）  ％ 

記念競輪等（ＧⅢ）  ％ 

ＦⅠ・ＦⅡ  ％ 

※提案する委託料率は、消費税及び地方消費税の額を含み、小数点第 3位までを記載すること。 

 

③ 収益保証（整備後） ＜毎年度（整備中を除く）の金額＞ 

収益保証額として、貴県に対して毎年度以下の金額の収益を保証します。 

 

 

 

※提案する収益保証額は千万円単位で記載すること。  

提案 

金額 

十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円 

円           

提案金額

の内訳 

年度 金額（円） 年度 金額（円） 

令和９年度 円 令和13年度 円 

令和10年度 円 令和14年度 円 

令和11年度 円 令和15年度 円 

令和12年度 円 令和16年度 円 

提案 

金額 

十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円 

円           



 

様式８－５ 

 

価格提案書（ネーミングライツ）  

 
令和  年  月  日 

 
奈良県知事 殿 

 

参加事業者グループ名  

  

代表企業 商 号 又 は 名 称  

所 在 地  

代 表 者 名  

 
 
 件  名    奈良県営競輪場再整備・運営事業 のうち ネーミングライツ 
 

提案 

金額 

百億 十億 億 千万 百万 十万 万 千 百 十 円  

           円 

※消費税及び地方消費税の額を含むこと。 

※金銭以外のものを提案金額に含めないこと。 

 

⑴ネーミングライツ参加形態 単独    グループ 

⑵ネーミングライツ参加事業者名 
 

※ネーミングライツにグループで参加の場合は、該当する全事業者名を記載。  

⑶通称案（複数可） 
 

※未定の場合は、記載しないことも可能。 

⑷想定契約期間 令和１２年４月１日から令和１７年３月３１日まで  

⑸備考  

 


